
第３次三沢市特定事業主行動計画（前期計画） 

 

～三沢市特定事業主行動計画とは～ 

 三沢市は、平成１５年７月に制定された「次世代育成支援対策推進法」に基

づき、平成１７年１０月に「三沢市特定事業主行動計画」を策定しました。 

三沢市特定事業主行動計画は、三沢市職員が次代を担う子どもを育成し、安

心して子育てに取り組めるよう職場環境の向上を進め、子ども達の健やかな成

長と地域全体が一体となり子育て支援をすすめる環境づくりをめざすことを目

的として、平成１７年１０月から平成２２年３月までの期間を前期計画、平成

２２年４月から平成２７年３月までの期間を後期計画とし、人事諸制度（休暇

制度や休業制度）の周知徹底、時間外勤務の縮減、地域活動への参加支援等の

計画の実施をしてきました。 

 「次世代育成支援対策推進法」は平成１７年度から平成２６年度までの１０

年間の時限法でしたが、平成２６年１１月に有効期限が１０年間延長されたこ

とから、平成２７年３月までの計画期間であった三沢市特定事業主行動計画に

引き続く計画として、「第２次三沢市特定事業主行動計画」を策定。平成２７年

４月から令和２年３月までを前期計画、令和２年４月から令和７年３月までを

後期計画として、より一層子育てに取り組める職場環境の向上と子育てを支援

する環境づくりに努めてきました。 

 

 

～第３次三沢市特定事業主行動計画の策定～ 

 次世代育成支援対策推進法は、平成２６年１１月に有効期限が１０年間延長

されましたが、令和６年５月にさらに１０年間延長されました。 

このことから、三沢市職員が次代を担う子どもを育成し、安心して子育てに

取り組めるような職場環境の向上を進め、子ども達の健やかな成長と地域全体

が一体となり子育て支援をすすめる環境づくりをめざすことを目的に、「三沢市

特定事業主行動計画」及び「第２次三沢市特定事業主行動計画」引き続く計画

として、「第３次三沢市特定事業主行動計画（前期計画）」を策定します。 

 

 

 



～計画期間～ 

 令和７年４月１日から令和１２年３月３１日までの５年間を計画期間としま

す。なお、計画期間中であっても、様々な状況の変化により見直しの必要性が

生じた場合は、状況に応じて計画の見直しを行い、適切な行動計画の実施に努

めて参ります。 

 

 

～現状の把握と分析～ 

１．男性職員の育児休業取得状況 

年度 対象職員 取得職員 取得率 取得期間 

令和３年度 11人 0人 0％  

令和４年度 8人 1人 12.5％ 1月以下     1人 

令和５年度 9人 4人 44.4％ 
1月以下     2人 

1月以上 2月以下 2人 

⇒徐々に取得職員数が増えている状況にあり、少しずつ理解が進んでいる 

ものと考えられる。 

 

 

２．男性職員の配偶者出産休暇又は育児参加休暇の取得状況 

年度 対象職員 取得職員 取得率 

令和３年度 11人 8人 45.5％ 

令和４年度 8人 1人 12.5％ 

令和５年度 9人 5人 55.6％ 

 ※令和４年１０月１日から、育児参加休暇の制度が拡充され、取得できる期間が「配偶

者の産後８週まで」から「出産後１年」となっている。 

  ⇒令和４年度において取得が伸び悩んだ結果となっていることから、制度に

対する理解や周知が不足していた可能性が考えられる。 

 

 

 

 

 



３．時間外勤務の上限時間を超えて勤務した職員数、時間外勤務の状況 

年度 対象職員 
一人当たり 

時間外勤務時間数 

令和３年度 3人 年 67.4時間／1人 

令和４年度 12人 年 84.2時間／1人 

令和５年度 2人 年 60.2時間／1人 

⇒令和４年度は、突発的に発生した業務（鳥インフルエンザ対応等）により、

対象者数が増加したものであると考えられる。 

 

 

～計画の目標～ 

１．男性職員の育児休業取得状況 

   ⇒取得率 令和１１年度までに２５％以上達成 

 

２．男性職員の配偶者出産休暇又は育児参加休暇の取得状況 

   ⇒取得率 ５０％以上 

 

３．時間外勤務 

   ⇒時間外勤務の上限時間を超えて勤務した職員数 ０人 

 



～計画の推進体制～ 

⑴ 対象職員 三沢市職員（会計年度任用職員等についても、本計画の主旨を

踏まえ、該当する制度等については対象とします。また、育児

休業及び休暇の取得目標については、一般職の常勤職員を対象

とします。） 

 

⑵ 計画の推進にあたって主体となる職員 

  ・人事管理担当課（人事管理、勤務条件などの担当部署） 

  ・所属長 

  ・各所属の庶務担当者 

  ・子育て中の職員（育児休業中の職員又は育児を行っている（行う予定）

職員） 

  ・周囲の職員（子育て中の職員の同僚） 

  ・全職員 

 



行動目標

①母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇等の
制度について周知徹底を図る。

周知徹底（人事担当）

②所属長は妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、本人の意思を確認し
た上で時間外勤務を命じないこととする。

周知徹底（人事担当）
実施（所属長）

行動目標

①父親が子どもの出生時に配偶者出産休暇を取得できるようにする。
周知徹底（人事担当）
実施（所属長）

②妻の産後等の期間中の育児参加休暇及び育児休業等について周知
し、これら休暇等の取得を促進する。

周知徹底（人事担当）
実施（所属長）

行動目標

①育児休業等の制度を全職員が理解し取得の推進を図る。特に男性職
員の取得促進について意識を向上させる。

周知徹底（人事担当）
実施（所属長）
男性職員  25％
女性職員 100％

②育児休業等に係る啓発資料等を作成し、育児休業の取得手続きや経
済的な支援等について、情報提供を行う。

周知徹底（人事担当）

③育児休業を取得している職員が、円滑に職場復帰することができる
よう支援する。

周知徹底（人事担当）
実施（所属長）

行動目標

①組織の見直しを行ない職務を簡素・合理化し効率良い職務遂行を目
指す。

計画（人事担当）

②職員１人１年間の上限を設定（人事院指針、労働基準法、三沢市条
例等）

時間外勤務の制限
　他律的業務の比重が高い部署
　　１月１００時間未満（４５時間超は６月以内）
　　１年７２０時間以内、１月平均８０時間以内
　上記以外
　　１月４５時間以内、１年３６０時間以内
を厳守し、上限を超過する職員ゼロとする。

（５）年次有給休暇の取得促進 行動目標

①年次有給休暇の取得促進を図る。
年初において年次有給休暇の計画表を作成し、所属内で
周知を図り、年次有給休暇の取得促進を図る。

②計画的な職務遂行を図り、休暇を取得しやすい職場環境を整える
周知徹底（人事担当）
実施（所属長）

③ゴールデンウイーク期間、夏季等における休暇、子どもの学校行事
や家族と過ごすための年次有給休暇等の取得促進を図る。

年次有給休暇の計画表を活用し、連続休暇の取得促進を
図る。

④子どもの看護のための特別休暇について周知し、取得を促進する。
周知徹底（人事担当）
実施（所属長）

（６）妊娠・出産又は育児に関するハラスメントの防止 行動目標

①職場における妊娠・出産又は育児に関するハラスメントが発生しな
いよう、職員への周知徹底を図る。

周知徹底（人事担当）
実施（全職員）

（７）多様な働き方を実現するための職場環境 行動目標

①仕事と家庭の両立を支援するために、時差出勤制度やテレワーク等
の環境の充実を図る。

現状分析、職員のニーズ把握（人事担当）

前期計画の具体的な取り組み内容と実施状況

（４）時間外勤務の削減

（１）妊娠中及び出産後における配慮

（２）男性の子育て目的の休暇等の取得促進

（３）育児休業等を取得しやすい環境の整備等

　１　職員の勤務環境に関するもの



行動目標

①町内会や子ども会など地域活動への積極的参加 周知徹底（人事担当）

②子ども達のスポーツや教育に対する積極的な協力活動 周知徹底（人事担当）

③職員が地域貢献に資する活動をすることを後押しするための制度策
定

制度策定・周知徹底（人事担当）

行動目標

①通学路や学校周辺などを運転する際は交通安全を徹底する。 周知徹底（人事担当）

②交通安全研修会の実施
周知徹底（人事担当）
実施（担当課及び人事担当）

（２）交通安全活動

（１）地域貢献活動

　２　その他の次世代育成支援対策に関する事項


